
 
 
 
 

厚生労働科学研究費補助金 
政策科学総合研究事業（臨床研究等 ICT 基盤構築・人工知能実装研究事業） 

 
 
 

周産期関連の医療データベースの 

リンケージの研究 
 
 

（H28-ICT-一般-001） 

 
 

平成 30 年度 総括・分担研究報告書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究代表者 森 臨太郎 
研究代表者 森崎 菜穂 

 
 
 
 

平成 31（2019）年 3 月 

 



 



 
厚生労働科学研究費補助金 

政策科学総合研究事業（臨床研究等 ICT 基盤構築・人工知能実装研究事業） 

 

 

周産期関連の医療データベースのリンケージの研究 

研究代表者 森 臨太郎 国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究所 

研究代表者 森崎 菜穂 国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究所 

 

 

目 次 

Ⅰ．総括研究報告 

周産期関連の医療データベースのリンケージの研究 

 (森崎菜穂) ···································································  1 

 

 

Ⅱ．分担研究報告 

1） 小児慢性特定疾患データベースのリンケージと解析に関する研究 

(森臨太郎・盛一享徳)･･ ······················································ 7 

 

2） 産褥婦の自殺にかかる状況及び社会的背景に関する研究  

（大田えりか・森桂) ·························································· 11 

 

3） 各種厚生労働省統計、周産期関連学会データベース、および DPC 情報のリンケージと解析   

（森崎菜穂・康永秀生・大久保祐輔・山本 依志子・小川浩平) ···················· 21 

 

4） 周産期関連の医療データベースのリンケージの研究  

（永田知映・山本依志子) ······················································ 29 

 

 

Ⅲ．研究成果の刊行に関する一覧表 ·················································· 33 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ.総括研究報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



1 
 

厚生労働科学研究費補助金 

政策科学総合研究事業（臨床研究等 ICT 基盤構築・人工知能実装研究事業） 

 

平成３０年度 統括研究報告書 

 

周産期関連の医療データベースのリンケージの研究 

 

研究代表者 森崎菜穂  国立成育医療研究センター社会医学研究部・室長 

(森臨太郎  国立成育医療研究センター政策科学研究部・部長) 

 

研究分担者 森臨太郎  国立成育医療研究センター政策科学研究部・部長 

      掛江直子   国立成育医療研究センター生命倫理研究室・室長 

康永秀生  東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻臨床疫学・教授 

大田えりか 聖路加国際大学大学院看護学研究科・教授 

永田知映  国立成育医療研究センター臨床研究開発センター 

臨床研究教育部・室長 

森崎菜穂  国立成育医療研究センター社会医学研究部・室長 

Mahbub Latif 聖路加国際大学大学院 公衆衛生学研究科 

 

 

研究要旨 

本研究は、周産期に関連する各種データベースとの連結可能性を試行することで将来の

有効的な活用を促すこと、また、他データベースとの連結を通して各データベースの妥当性

を測ることを目的とした。 

研究３年目である本年度は、i) 各分担の先生方と産婦人科医・小児科医・疫学者の協調を

促し、周産期に関連する各種のデータベースを連結したデータベースの解析を行い単一の

データベースからは産出不可能であったエビデンスを産出する、ⅱ)他の大規模データベー

スを連結するための整備を行う、ことを目的として、これを実践した。 

 

A. 研究目的  

本研究では成育医療分野における各種統

計や医学団体所有データベースを過去に活

用し、また周産期医療関係の各種データベ

ースをリンケージする手法に関する研究を

行ってきたという経験を生かして、成育医

療分野のデータベースを連結することで拡

充し、さらに多くの臨床研究に活用する。
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また、公的統計の妥当性検証やデータベー

ス同士の自動連結手法を確立することで今

後の研究基盤を作成することが目的である。 

これにより、医療計画の「５疾病５事業」

に含まれ、その医療体制整備は極めて重要

である小児医療および周産期医療において、

関連学会が積極的に作成してきたレジスト

リや政府が行ってきた政府統計をいまより

も更に有用に活用する方法が広がると考え

られる。 

本研究での今年度の主な研究目的は下記

の通りであった。 

 

-日本語に対応した自然言語解析の技術

の一つである InterSystems IRIS Natural 

Language Processing (NLP) Japanese を利用し、

レセプト傷病名の自動類型化が可能である

かを検証する。 

-周産期医療の入院診療の処置・投薬につ

いての情報をレセプトから抽出し、新生児

臨床データベース(NRN)などの臨床レジス

トリを代替するシステムを作れるかを検証

する。  

-平成 29 年度から引き続き、人口動態統

計の出生票および死産票に記載されている

児の母の情報と、女性の死亡票を高精度に

リンケージすることで、妊娠後の女性の死

亡を把握するための方法を検証する。 

-平成 28 年度から周産期関連の全国デー

タベースや、これら同士を連結することで

得られたデータベースを多角的に解析する

ことで、妊婦および出生児の長期予後につ

いて、成育医療分野に有用なエビデンスを

提供する。 

 -既存の医療情報を医学研究のために利

活用するに際して、適用される現行法令や

指針にはどのようなものがあり、また、各

法令等にはいかなる事項等が規定されてい

るのかにつきまとめる。 

 

B. 研究方法  

本研究は、複数のデータベースを相互に

利活用しながら研究を行っていくという性

質上、各分担研究班の分担研究者および研

究協力者同士がお互いの研究を補助すると

いう緻密な連携を取りながら行った。また、

本研究を実施するにあたり、医療データベ

ースのリンケージに関する倫理的・法的側

面の妥当性についても、研究分担者である

倫理専門家の監督のもとで行った。 

なお、「小児死因統計の臨床的死因との合

致性に影響する要因に関する研究」につい

ては、別研究（厚生労働科学研究費補助金

（健やか次世代育成総合研究事業） 

「突然の説明困難な小児死亡事例に関す

る登録・検証システムの確立に向けた実現

可能性に関する研究」（主任研究者 溝口史

剛））にて継続実施されることになったため、

本年度は本分担研究では行われなかった。 

また、研究代表者の職場異動に伴い、年度

途中に研究代表者の交代があった。 

 

C. 研究結果 

①各種厚生労働省統計と周産期関連学会デ

ータベースのリンケージと解析 

（分担：森崎菜穂、康永秀生、Mahbub 
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Latif） 

森崎分担研究では、人口動態統計の出生

票、死産票、および死亡票をリンケージす

る複数の手法を比較検討することで、もっ

とも正確にこれらをリンケージできる手法

を提案すること、各種の周産期関連データ

ベースをリンケージしたデータベースの利

用を促進し、その解析を通して単一のデー

タベースからは産出不可能であった医学的

なエビデンスを複数提示すること、を目的

としている。 

また、康永分担研究では、DPC 情報の

他データベースがリンケージに関するフィ

ージビリティ評価や、他データベースによ

る DPC 情報から算出された項目の妥当性

評価を行うことを目的としている。 

３年目である本年度は、２つの分担研究班

と新規の分担研究者（生物統計家）が協働

することで、①2014-2016 年度に出生した児

の出生票と母の死亡票を高精度にリンケー

ジするための方法を検討し、②２つの分担

班が協力することで、DPC 情報による周産

期医療に関するレジストリ情報の代替可能

性について検討し、③日本産科婦人科学会

周産期登録データベース、新生児医療ネッ

トワーク登録データベース、出生票、死産

票、乳児死亡票、および DPC 情報を様々な

角度から解析し、妊婦および児の予後に関

係する医学的・社会的因子について、複数

のエビデンスを発表した。 

 

② 小児慢性特定疾患データベースのリン

ケージと解析に関する研究 

（分担：森臨太郎）  

本分担班では、各分担班同士の情報共有

を促し、各種データのリンケージ及び利活

用を推進し、各種団体が所有するデータベ

ースのリンケージを可能とするための整備

を行っている。特に他データベースとのリ

ンケージの実現可能性が高い二つの年間 10

万件を超える登録のある世界最大級の小児

疾病登録データベース、そして早産児の長

期予後に影響を与える社会的および医学的

因子を把握するために、現在遂行中の早産

児コホート（INTACT データべース）につい

て、他データベースとリンケージすること

の実現可能性を評価している。 

本年度は、日本語に対応した自然言語解

析の技術の一つである InterSystems IRIS 

Natural Language Processing (NLP) Japanese

を利用し、レセプト傷病名の自動類型化が

可能であるかを検証した。IRIS NLP Japanese

は主たる意味を持つ語句を認識し、さらに

語句の欠損や入替があっても標準病名との

対応を自動的に行えることが分かった。

IRIS NLP Japanese を利用した傷病名の類型

化は、現実的な解法との一つとなり得る可

能性があることが分かった。 

 

③ 周産期臨床データベースと DPC デー

タを用いた、産科合併症に関する研究 

（分担：永田知映） 

本年度は、昨年度に引き続き調査票情報

の提供を受けた人口動態調査（出生票・死

亡票・死産票）を用いて、生殖可能年齢の

女性の死亡票と、出生票・死産票をリンク
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することで、出産あるいは死産から一定期

間内に起こった死亡を網羅し、妊産婦死亡

統計データの信頼性および母体死因に関す

る検討を行った。平成 30 年度は、電子化

されていない個票データについても電子化

を行い、リンケージ方法を改善して解析を

行った。2015 年、2016 年の生殖可能年齢

の女性の死亡票・死亡個票のリンケージに

より死亡データベースを作成し、その死亡

データベースと、2014 年から 2016 年の出

生票・出生個票のリンケージによる出生デ

ータベースと死産票・死産個票のリンケー

ジによる死産データベースをさらにリンケ

ージして、妊娠中から産後 1 年未満の女性

の死亡 357 例を抽出した。そのうち最も多

かった死因は自殺の 102 例であった。 

 死亡データベースに出生・死産のデー

タベースをリンケージすることで、死亡し

た女性の出産に関する情報を把握すること

が可能となり、産褥婦の自殺例や後期妊産

婦死亡例の把握に有用であった。 

また、現在の妊産婦死亡統計データおよ

び日本産婦人科医会妊産婦死亡症例検討委

員会のデータベースと比較検討することに

より、データ間での解離の有無と妊産婦死

亡に関連する因子を検討するために、日本

産婦人科医会の担当部署との調節を行っ

た。 

 

④ 産褥婦の自殺にかかる状況及び社会的

背景に関する研究 

（分担：大田えりか） 

本分担研究では、人口動態統計出生票及び

死亡票の連結により抽出された、2015～

2016 年における生児出産後 1 年未満の褥

婦の自殺例 92 件を抽出し、背景や自殺方

法などを分析した。35 歳以上、初産、及

び世帯の職業が無職の女性において、最も

自殺率が高かった。自殺の時期は、産後 1

年を通して自殺がみられた。人口動態調査

出生票及び死亡票のリンケージは、産褥婦

の自殺死亡例の把握に有用な手段と考えら

れる一方で、死亡診断書に記載される事項

は限られているため、産褥婦の自殺死亡を

予防するための対策に結びつけるためには

情報が不十分であり、各症例についてさら

なる詳細な調査が必要と考えられる。 

 

⑤ 医療データベースのリンケージ研究実

施に際して適用される法令等に関する

検討 

（分担：掛江直子） 

本分担研究では、既存の医療情報を医学研

究のために利活用するに際して、適用され

る現行法令や指針にはどのようなものがあ

り、また、各法令等にはいかなる事項等が

規定されているのかにつき検討を行った。 

 個人情報の取扱について適用される法令

は、各医療情報を保有する機関によって異

なり、また、各法令の規定が一律ではない。

利用目的、情報の内容、情報を保有する者

や情報を取扱う主体によって適用法令や該

当条文は異なり、また、情報の内容につい

ては、法の規制対象外の情報、法令の規制

を受ける情報であっても、どのような質（種

類）の情報であるか、すなわち、個人情報、
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要配慮個人情報、対応表により本人を識別

することができる匿名化された個人情報、

本人を識別することが不可能な匿名化され

た個人情報、統計情報であるか等によって、

情報の取扱等にかかる適用法令や該当条文

が異なっており、遵守事項に違いが生じる。

また、法令が規定する個人情報の取扱の他

に、日本の研究機関で実施され、または日

本国内で実施される人を対象とする医学系

研究については、医学系指針の遵守が必要

となるが、当該指針の適用除外となる人を

対象とする医学系研究もある。 

 個人情報たる医療情報の取扱いがこのよ

うな複雑な法制度となっていることにつき、

運用・遵守しやすいシンプルなルールを作

ることの必要性や、個人情報の取扱のあり

方や考慮・保護すべき事項の再検討を含む

抜本的な対応が必要である等の指摘がなさ

れている。 

 

D. 考察 

本年度は研究の最終年度として、研究 1-

2 年目に活用してきた人口動態統計や周産

期医療に関する臨床レジストリの継続的な

利活用のみならず、レセプト・データベー

スやＤＰＣ情報へのリンケージの拡大を検

討した。また、これらのデータとのリンケ

ージ体制の構築と実務を通して、現状の可

能性と問題点とまとめた。 

また、引き続き、得られたデータベースの

解析から、妊婦および児の予後に関係する

医学的・社会的因子について、産科医・小児

科医・疫学者とともに複数のエビデンスを

発表した。 

さらに、今後増加が見込まれる医療情報

の二次利用による臨床研究を行う際に留意

するべき現行法令や指針とまとめ、今後の

参考資料とした。 

 

「医療分野の研究開発に資するための匿

名加工医療情報に関する法律」(平成 29 年 5

月 12 日公布)の成立を受けて、日本でも医

療データを他のデータベースと連結し活用

することが促進されると思われる。 

本研究では、データベースをリンケージ

し解析するという実践を通して、数々の臨

床・社会的課題にそぐう解析を行い実際多

くの研究論文の刊行に成功することで、デ

ータ・リンケージにどのようなその可能性

が潜んでいるのかを示すことができた。 

現在、他分野のデータベースとの連結可

能性についても模索が行われている。今後

も、データ・リンケージにより質の高いエ

ビデンスが産出できるようなシステム作り

や、そのデータが活用できる分野の拡大が

望ましいと思われる。 

 

E. 結論 

 研究最終年度である本年度は、リンケ

ージを行うデータベースの更なる拡張を行

うと同時に、これらのデータとのリンケー

ジ体制の構築と実務および医療情報の二次

利用による臨床研究を行う際に留意するべ

き現行法令や指針とまとめることを通して、

医療情報のデータ・リンケージとその利活

用の可能性と問題点とまとめた。 
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小児慢性特定疾病データベースのリンケージと解析に関する研究 

 

  研究分担者  森 臨太郎 （国立成育医療研究センター政策科学研究部 部長） 

  研究協力者  盛一 享德 （国立成育医療研究センター小児慢性特定疾病情報室 室長） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

近年種々の医療関係の情報が電子化され、

その二次利用の重要性が認識されてきている。

小児期の慢性疾患患者が多く登録されている

小児慢性特定疾病登録データベースと診療情

報明細書（レセプト）データの突合により、新

たな知見が見いだせる可能性が期待されるが、

これらのデータベースをリンケージする際に

は、『疾患名』が重要となる。平成 27 年度以

降は小児慢性特定疾病における対象疾病は、

登録の基準となる疾患名が明確に定義され、

登録データ上『疾患名』の揺れはかなり減少

したと思われるが、レセプトデータベースは、

同一の概念の疾患であっても複数の傷病名が

登録可能であり、また例外的ではあるが、自

由記載による傷病名の登録も許されている。

従って、双方のデータベースをリンケージす

るにあたり、レセプトデータベースに記録さ

れている傷病名をグループ化し、同一の疾患

概念と思われるレコードをまとめることが必

要となる。コンピュータにより傷病名を疾患

概念ごとにグループ化するためには、予めど

のような語句がどのような疾患概念に属して

いるかの定義をする必要があるが、膨大な数

のレセプトデータを事前に解析し、グループ

化に必要となる辞書やオントロジーを定義す

る作業が求められるが、これらは人力で行わ

ざるを得ず、現実的に不可能である。 

非構造化データの集合である一般の文章を

機械で解析する自然言語解析の技術の一つで

研究要旨 

医療情報の二次利用の重要性が昨今注目されている。診療情報明細書（レセプト）データベー

スや小児慢性特定疾病登録データベースと言った医療情報データベースは、データベース同士

のリンケージにより、その価値を高めることができると考えられるが、その際には疾患名によ

るリンケージができることが重要となる。レセプトデータベースは、同一の疾患概念であって

も複数の傷病名により登録が可能となっていることから、レセプトデータベースを二次利用す

るに当たっては、レセプト傷病名の類型化は避けて通れない。しかしながら、レセプトデータ

ベースは極めて巨大であることから、従来の文字列検索のアプローチでは、膨大な時間と労力

が必要となり、取扱が極めて困難である。 

本研究は、日本語に対応した自然言語解析の技術の一つである InterSystems IRIS Natural 

Language Processing (NLP) Japanese を利用し、レセプト傷病名の自動類型化が可能であるかを

検証した。IRIS NLP Japanese は主たる意味を持つ語句を認識し、さらに語句の欠損や入替が

あっても標準病名との対応を自動的に行えることが分かった。IRIS NLP Japanese を利用した傷

病名の類型化は、現実的な解法との一つとなり得る可能性があることが分かった。 



あ る InterSystems IRIS Natural Language 

Processing (NLP) Japanese は、従来の自然言語

解析技術とは異なり事前に辞書を準備しなく

とも解析が可能とされる。IRIS NLP Japanese

は、文章（非構造化データ）を意味のあるデー

タ項目（構造化データ）に変換することので

きる自然言語処理技術の一つであり、原文中

から検出される「エンティティ」と呼ぶ語句

単位を切り出し、そのエンティティ同士の関

連性を「パス」と呼ぶデータ項目として自動

的に算出する。文章を単語要素単位に細断し

解析する従来の自然言語解析手法とは事なり、

IRIS NLP Japanese は、一単語以上からなる「エ

ンティティ」を検出する。エンティティは単

語ではなく文法を基に、文中から人間からみ

ても意味の残っている「エンティティ」の切

れ目を見出す。さらにこの解析には、面倒で

限界のある辞書やオントロジーを予め定義す

る必要がない。 

一般的な文字列解析は、文字列の完全一致

であれば容易に検索が可能であるが、文字列

に記載揺れがある場合、検索対象とする文字

列を決め部分一致をさせる必要がある。この

場合検索対象とする文字列を予め辞書として

用意する必要があるが、膨大なレセプトデー

タに任意の文字列として記録されている傷病

名文字列に対応する辞書を作成することは、

極めて困難である。もし IRIS NLP Japanese の

技術が傷病名という短い語句の集合体におい

ても有効に作用するのであれば、傷病名の類

型化という、極めて重要であるにも関わらず

現在のところは人力による確認しか解決策が

ない課題に対する画期的な解法となり得る可

能性がある。そこで本研究は、予め辞書やオ

ントロジーを用意する必要の無い IRIS NLP 

Japanese の技術を利用して、膨大な傷病名リ

ストから、類似する傷病名をグループ化する

ことが可能であるかの検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、神奈川県および県下 33 市町村

ならびに神奈川県国民健康保険団体連合会の

全面協力のもと、県内の国民健康保険における

レセプトデータを用いて、レセプトデータ

ベースにおける傷病名の登録状況を把握し、

同一の疾患概念のレセプト傷病名を類型化す

ることが技術的に可能であるかの検討を行っ

た。平成 25 年 1 月審査分から平成 26 年 12 月

審査分ならびに平成 28 年 1 月審査分から平

成 29 年 9 月審査分までの 20 歳未満の被保険

者に関する神奈川県国民健康保険レセプト

データを用いた。 

1. レセプトデータにおける傷病名（レセプト

傷病名）は、コード化されている。このた

め一般財団法人医療情報システム開発セ

ンター（MEDIS）による標準病名マスター

と突合し、日本語病名への変換と ICD-10

コードへの紐付けを行った 

2. レセプト傷病名のうち、コード番号 999 は

傷病名の自由記載コードであり、自由記載

用フィールドにレセプト請求を行った医

療機関で入力された自由記載による傷病

名が含まれている。コード化された他の傷

病名と合わせ、コード 999 により自由記載

された傷病名も本研究による類型化の対

象とした 

3. 全く文字列に類似性のない傷病名同士の

関係性は、ICD-10 コードを利用してグ

ループ化を行った 

 

（倫理面への配慮） 

研究の遂行にあたっては、「人を対象とする



医学的研究に関する倫理指針」（平成 26 年文

部科学省・厚生労働省告示）を遵守するとと

もに、国立成育医療研究センター倫理審査（受

付番号：1729）の承認を受けて行われた。 

 

Ｃ．研究結果 

IRSI NLP Japanese により標準病名と自由記

載された傷病名との比較・類型化を行った。

その結果、以下の様な結果が得られた。 

全く事前の辞書準備が無い状態で、日本語と

しての語句の切れ目を正しく理解するととも

に、欠けている語句を補完しての認識（表 1）、

修飾語を伴う傷病名に対し、主たる語句を抽出

して認識（表 2）、長音の有無を含む語句の入れ

替えの認識（表 3）を行うことができた。 

表 1 欠けている語句を補完して認識 

自由記載傷病

名 
標準病名 

ICD10

コ ー

ド 

アミノ酸代謝

異常 

アミノ酸代謝異

常症 
E729 

ダウン症 ダウン症候群 Q909 

右心低形成 
右心低形成症候

群 
Q226 

フォンタン術

後 

フォンタン術後

症候群 
I971 

Ｂ６欠乏症 
ビタミンＢ６欠

乏症 
E531 

 

表 2 主たる意味を持つ語句を認識 

自由記載傷病

名 
標準病名 

ICD10

コ ー

ド 

おたふくかぜ

の疑い→反復

性耳下腺炎 

反復性耳下腺炎 K112 

びらんを伴う

難治性口内炎 
難治性口内炎 K121 

両（瘢痕期）

未熟児網膜症 
未熟児網膜症 H351 

表 3 語句の順番の入れ替えを認識 

自由記載傷病

名 
標準病名 

ICD10

コ ー

ド 

エーラース・

ダンロス症候

群（血管型） 

血管型エーラ

ス・ダンロス症

候群 

Q796 

ファロー四徴

症（極型） 

極型ファロー四

徴 
Q213 

急性腎炎（溶

連菌感染後）

の疑い 

溶連菌感染後急

性糸球体腎炎 
N009 

 

一方で、認識に誤りがあった場合も認められ

た。修飾語を主たる意味をもつものと誤認し判

断しているものが多かった。多くは外傷や整形

外科、耳鼻科、眼科の領域で使用される体の部

位を主たる意味をもつと誤認するケースで

あった（表 4）。 

 

表 4 主たる意味を持つ語句の誤認 

自由記載傷病

名 
標準病名 

ICD10

コ ー

ド 

じんま疹（全

身） 
全身倦怠感  

肺動脈閉鎖症

（純型閉鎖）

術後 

僧帽弁形成術後  

 

Ｄ．考察 

膨大なレセプトデータに記録されている「傷



病名」を機械的にグループ化できるかどうかの

検証を行った。自然言語解析の技術の一つであ

る IRIS NLP Japanese を用いたところ、傷病名

という短い語句集合体であっても、全くの辞書

を準備していない状態で、予想以上に正しくエ

ンティティの認識が成されることが分かった。

自由記載される傷病名については、文字の欠損

や挿入がどのように発生するかを事前に予測

することは極めて難しく、今回の結果のように、

自動的に語句や文字の欠損や入れ替えを乗り

越えて類型化が可能であったことは、今後のレ

セプト解析において極めて有益な結果である

と思われた。 

今回誤った類型化が成された結果では、型だ

の部位や処置に関する語句を重要と判断して

類型化を行っている事例が最も多かった。本研

究では IRIS NLP Japanese の能力を判定するた

めに、意図的に事前の辞書を全く準備しなかっ

たが、IRIS NLP Japanese は用意された辞書を事

前知識として利用する事も可能であることか

ら、体の部位や処置が修飾語であるという情報

を与えておけば、より精度の高い結果が得られ

る可能性があると思われた。 

 

Ｅ．結論 

自然言語解析の技術の一つである IRIS NLP 

Japanese 利用により、これまで取扱が困難で

あったレセプト傷病名について、実現可能な

作業量で、疾患概念ごとの類型化が行える可

能性が示された。 
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Ａ．研究目的 

日本では、妊産婦死亡率は3.4（出産10万対、

2017年）と大変低く、医療技術の向上等により

年々減少傾向にあったが、多くの先進国と同様、

近年は微増、微減を繰り返している。一方、公

的統計で取り扱う妊産婦死亡のデータは、

WHOにて「妊産婦死亡とは、妊娠中又は妊娠

終了後満42日未満の女性の死亡で、妊娠の期間

及び部位には関係しないが、妊娠もしくはその

管理に関連した又はそれらによって悪化した

すべての原因によるものをいう。ただし、不慮

又は偶発の原因によるものを除く。」「後発妊

産婦死亡とは、妊娠終了後満42日以後1年未満

における直接又は間接的産科的原因による女

性の死亡をいう。」と定義されている。出産後、

うつ病の悪化等により自殺に至った死亡につ

いて、わが国ではこれまで含まれておらず、こ

れらの全国的な症例数は把握されていない。 

 うつ病等の気分障害が自殺の要因として重

要であることが明らかになっており、産褥婦の

自殺の状況について、人口動態統計のデータを

用いて把握するとともに、当該データを分析す

ることにより、母子保健対策を検討するための

基礎資料とすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究班において別途、統計法第３３条に基

づき、人口動態調査出生票及び死亡票の調査票

情報の提供を厚生労働省に申請し、入手した人

口動態調査出生票（2014年、2015年、2016年）、

人口動態調査死亡票（2015年、2016年）（女性

（12歳～60歳））の提供を用いて分析した。死

亡票と出生票について、女性（母）の生年月日

及び氏名を変数として用いて、死亡票と死産票

について、女性（母）の生年月日と年齢、地域、

女性（母）の氏名を変数として用いて、完全一

致のリンケージすることにより、また妊娠関連

用語を検索することにより、妊娠中及び児の出

生から１年未満に死亡した女性357件を抽出し

た。さらに、自殺に関連するICDコードと死因

の記載情報を元に、自殺死亡例を特定した102

例のうち、妊娠中及び死産後を除いた92例につ

研究要旨 

人口動態統計出生票及び死亡票の連結により抽出された、2015～2016 年における生児出産後

1 年未満の褥婦の自殺例 92 件を抽出し、背景や自殺方法などを分析した。35 歳以上、初産、及

び世帯の職業が無職の女性において、最も自殺率が高かった。自殺の時期は、産後 1 年を通して

自殺がみられた。人口動態調査出生票及び死亡票のリンケージは、産褥婦の自殺死亡例の把握に

有用な手段と考えられる一方で、死亡診断書に記載される事項は限られているため、産褥婦の自

殺死亡を予防するための対策に結びつけるためには情報が不十分であり、各症例についてさら

なる詳細な調査が必要と考えられる。 



いて、社会的背景や自殺方法を分析した。 

データの検討にあたっては、生年月日、死因

等を含む調査票情報を用いることから、これら

の情報を扱うための倫理申請を行った聖路加

国際大学大学院において進めた。 

 

Ｃ．研究結果 

 出生票と死亡票のリンケージにより、2015年

～2016年における生児出産後1年未満の褥婦の

自殺例92件を抽出することができた。この数は、

公的統計で公表されている妊産婦死亡・後発妊

産婦死亡の数74人（2015年～2016年）と比べて

多かった。 

抽出した自殺死亡例について、全出生と比べ

ると、35 歳以上、初産、世帯の職業が無職の女

性において、最も自殺率が高かった。既婚者の

割合が多かったが、離別は氏名が変更されるこ

とによりリンケージできなかった事例がある

可能性がある。出産から自殺の期間については、

産後 1 年を通して自殺がみられた。（図１）自

殺方法については、一般女性の自殺死亡者の割

合に比べると、傾向の大きな違いは見られなか

った。 

 

Ｄ．考察 

人口動態調査死亡票と出生票をリンケージ

することで、生児出産後1年未満の褥婦の自殺

例を把握することができた。この方法は、後発

妊産婦死亡を含め、近年その重要性が認識され

始めている産褥婦の自殺死亡例の把握に非常

に有用な手段と考えられる。  

一方で、本研究の限界として、離婚等により

氏名や住所を変更された場合、リンケージされ

ず把握できない可能性がある。また、死亡診断

書に記載される事項は限られているため、精神

疾患等（産後うつなど）の既往の有無など詳細

な背景情報が得られない。 

我が国では、2017年度より、新たに産婦健康

診査事業が開始された。これは産後うつ等を早

期に把握し、必要な支援につなげるため、産婦

を対象として、産後2週間、産後1ヶ月などの時

期に、母体の身体的機能の回復状況や精神状態

等の把握を行うこととしている。 

また、死亡診断書の記入において、2017年度

より、妊娠又は出産後1年未満の産婦が死亡し

た場合、産科的原因によるか否かにかかわらず、

妊娠又は分娩の事実を記入するように改まり、

り、自殺を含めた妊産婦死亡例の把握率上昇も

期待される。しかしながら、これらの情報がど

の程度報告されてくるかは、医療現場における

死亡診断書の記入方法にかかる理解や普及に

依ることが大きいことも考えられる。 

今回の調査では、生児出産後 1 年未満の褥婦

の自殺例を抽出しているものであり、妊娠出産

やこれらに関連した精神疾患等と自殺の関連

については、統計データの元となる死亡診断書

に記載される情報が限られているため、ほとん

どが不明である。産褥婦の自殺死亡を予防する

ための対策に結びつけるには情報として不十

分であり、各症例についてさらなる詳細な調査

が必要と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 生児出産後１年未満の褥婦の自殺死亡例に

ついて、人口動態調査出生票及び死亡票のリン

ケージにより抽出することができた。これらの

自殺死亡例の状況及び社会的背景について分

析したところ、いくつかの傾向がみられ、産褥

婦の自殺死亡例の把握に有用な手段と考えら

れる。一方で、産褥婦の自殺死亡を予防するた

めの対策に結びつけるには情報として不十分

であり、各症例についてさらなる詳細な調査が

必要と考えられる。 

 



【参考文献】 

1） 人口動態統計、厚生労働省 

2） World Health Organization. ICD-10: 

International statistical 

classification of diseases and related health 

problems; tenth revision, Vol. 2, Instruction 

Manual. 

  

Ｆ．健康危険情報 

なし 

G．研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 なし 

H．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（臨床研究等 ICT 基盤構築研究事業）） 
  

分担研究報告書 
  

各種厚生労働省統計、周産期関連学会データベース、および DPC 情報のリンケージと解析 

 

分担研究者  森崎菜穂 国立成育医療研究センター社会医学研究部 室長 

康永秀生 東京大学大学院医学系研究科 臨床疫学・経済学 教授 

Mahbub Latif 聖路加国際大学 公衆衛生大学院 教授 

 

研究協力者  大久保祐輔 国立成育医療研究センター社会医学研究部 共同研究員 

山本 依志子 国立成育医療研究センター社会医学研究部 共同研究員 

小川浩平 国立成育医療研究センター産科 医員 

 

研究要旨  

森崎分担研究では、①人口動態統計の出生票、死産票、および死亡票をリンケージする

複数の手法を比較検討することで、もっとも正確にこれらをリンケージできる手法を提案

すること、③各種の周産期関連データベースをリンケージしたデータベースの利用を促進

し、その解析を通して単一のデータベースからは産出不可能であった医学的なエビデンス

を複数提示すること、を目的としている。 

また、康永分担研究では、DPC 情報の他データベースがリンケージに関するフィージビ

リティ評価や、他データベースによる DPC 情報から算出された項目の妥当性評価を行う

ことを目的としている。 

３年目である本年度は、２つの分担研究班が協働することで、①2014-2016 年度に出生

した児の出生票と母の死亡票を高精度にリンケージするための方法を検討し、②２つの分

担班が協力することで、DPC 情報による周産期医療に関するレジストリ情報の代替可能性

について検討し、③日本産科婦人科学会周産期登録データベース、新生児医療ネットワー

ク登録データベース、出生票、死産票、乳児死亡票、および DPC 情報を様々な角度から

解析し、妊婦および児の予後に関係する医学的・社会的因子について、複数のエビデンス

を発表した。 

Ａ．研究目的 

森崎分担研究班では、周産期医療にまつ

わる様々なデータベースのリンケージ手法

を検討し、また得られたリンケージ・デー

タ等を複合的に解析してきた。 

一方で、康永分担班では、DPC 情報と他

データベースの連結による研究への利活用

の可能性を模索すべく、DPC 情報を死亡票

情報など他のデータベースと連結すること

のフィージビリティ評価や、カルテ記載テ

キスト情報により DPC 情報内の病名・処

置による小児疾病分類の妥当性評価を行っ
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てきた。しかし、現在研究用に広く活用さ

れている DPC 情報（一般社団法人診断群

分類研究支援機構（通称 DPC 機構）が約

1000 の病院より収集）は他データベース

と個人単位で連結できない規定であるた

め、本研究班では DPC 機構の有する DPC

情報を他データベースと連結することはで

きなかった。 

このため、本年度は２つの分担班が協働

する形で、既存の医師入力型の臨床レジス

トリに含まれている情報をDPC 情報により

代替できる可能性はあるのか、また、臨床レ

ジストリとDPC 情報を連結することができ

るのか、更にはそのためのシステムの検討

を行うこととした。 

つまり、本研究班の最終年度である今年

度は、①出生票とその母の死亡票を高精度

にリンケージする手法を提案すること、②

他のデータベースと連結可能である形での

DPC 情報の収集の可能性およびその際の

DPC 情報による周産期医療に関するレジス

トリ情報の代替可能性を検討すること、③

各種の周産期関連データベースをリンケー

ジしたデータベースの解析を通して複数の

医学的に有用なエビデンスを提示するこ

と、である。 

 

Ｂ．研究方法 

 ①出生票とその母の死亡票を高精度にリ

ンケージする手法の検討 

本検討は、平成 29 年度の研究として行っ

た解析に修正を加え、新しいデータ（2016 年

の出生および死亡）を含めた解析を実施す

る目的で行った。 

本研究の背景には、出産後の女性の死亡

が妊娠に関係する死であったかどうかを判

定するための材料は、死亡票に記載されて

いる死因情報のみに依存しているが、この

方法だけでは、出産後時間の経った症例で

は特に見落としが起きる可能性がある、と

いう問題がある。 

このため、妊婦死亡の把握（永田班）およ

び妊婦自殺の把握（大田班）の解析データセ

ットを作成するために、妊娠可能年齢の女

性の死亡票・個票を、その妊娠の結果出生あ

るいは死産となった児の出生票・出生個票

あるいは死産票・死産個票と連結するため

の手法の検討を行った。 

本年度は、手法検討にあたり、生物統計家

の協力を得た。 

 

②DPC 情報による周産期医療に関するレジ

ストリ情報の代替可能性についての検討 

現在まで２つの分担班が協働する形で下記

の３つを行った。 

 

a) DPC 情報から抽出可能な変数について 

DPC 情報（様式 1, EF ファイル=レセプ

ト情報に当たる）として収集されている

変数から、新生児臨床研究ネットワーク

に含まれている臨床レジストリ含有変

数を計算することができるかの検討を

行った。 

手法としては、新生児臨床研究ネットワ

ーク臨床レジストリで現在収集してい

る項目のそれぞれについて、DPC レセ

プトに記載されている診療行為および

薬剤に関するレセ電コードの記載から

算出できるかどうか、および算出できる

場合は計算式を作成した。 

 

b) DPC 情報の人口動態統計・臨床レジス

トリとのリンケージ方法についての検

討 



43 
 

DPC 情報にて収集されている個人情報

の詳細について、およびその収集が中央

集約化の際にどのように処理されてい

るのかを調べ、人口動態統計・臨床レジ

ストリとのリンケージ方法および可能

性を検討した。 

 

c) DPC 情報と臨床レジストリを連結した

データベース作成方法の検討 

現存機関（一般社団法人診断群分類研究

支援機構）が作成している既存の研究用

DPC 情報収集システムを活用する方法

で、DPC 情報と臨床レジストリを連結

したデータベース作成方法が作成でき

るか検討した。 

 

③平成 28-29 年に続き、日本産科婦人科学

会周産期登録データベース、新生児医療ネ

ットワーク登録データベース、出生票、死産

票、乳児死亡票、DPC 情報データベースを

用いて、妊婦および児の予後に関係する医

学的・社会的因子について解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は二次的に得られる情報で行う研

究であり、情報収集については特別の倫理

的配慮は必要としなかった。しかし、個人情

報を多く含む情報の解析であるため、成育

医療センターの倫理委員会において研究計

画の承認を得た後に行い、情報漏えいリス

クを最小限にとどめるために外部ネットワ

ークから遮断された環境において解析を行

い、また結果公表に際しても５例以下のセ

ルについては報告を行わないことで少数例

庇護の措置を行った。 

 

Ｃ．研究結果   

①出生票とその母の死亡票を高精度に

リンケージする手法の検討 

 

現在、日本の人口動態統計は市町村が構

成労働省に各種出生・死亡などの情報を個

票という形で報告し、これを厚生労働省が

クリーニングしたのち、氏名情報や病院上

場を削除し、死因コードを ICD 分類に基づ

き付与した結果のデータが公式統計に用い

ている。市町村から厚生労働省に提出され

る情報のオンライン登録率は徐々に上昇

し、2018 年情報においては、全市町村から

オンライン形式で報告が行われた。 

親子のリンケージを行うためには死亡

個票や出生個票のみに含まれる母親の氏名

情報も、死亡票のみに記載されている死因

の ICD 分類も必要であるため、本研究では

出生個票と死亡個票、そして死亡票と死亡

個票をリンケージするという形で、リンケ

ージは２段階で実施した。この方法（下記に

詳細を記載）は平成 29 年度に報告したもの

と同じである。 

 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33

条の規定に基づき、人口動態調査に係る調

査票情報の提供について申出を行い、調査

票情報の提供を受けた。 

まずは市町村からオンラインで報告さ

れるデータ（○○個票）およびこれを厚生労

働省がクリーニングおよびコーディングし

た結果のデータ（○○票）を、出生、死産、

死亡のそれぞれにおいて作成した。 

このリンケージには、届け出のあった都

道府県・市町村・保健所・支所番号・事件簿

番号および（出生・死亡・死産の）年月日、

を用いて、年月日および事件簿番号に書き

間違いがあった可能性を 1%と仮定して、確
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率的リンケージ(Probabilistic Linkage)により

連結することで作成した。確率的リンケー

ジについては Fellegi and Sunter らによって

提唱された理論を用いて、誤字や入力ミス

については編集距離(Lebenstein 距離)を用い

て２値の一致度を評価した。 

続いて、それぞれリンケージされた死亡

票/死亡個票と出生票/出生個票を、母（女性）

の氏名および生年月日によりリンケージし

た。また、それぞれリンケージされた死亡票

/死亡個票と死産/死産個票を、母（女性）の

氏名および死産時の年齢（+1 あるいは-1 を

含める）によりリンケージした。 

このリンケージには、 Deterministic 

Linkage つまりは、完全一致していることを

条件とした。この方法では結婚あるいは離

婚により出産時と死亡時で母の苗字が変わ

っている場合は捉えられない。しかし、下の

名前のみを頼りに連結を試みると、たとえ

同じ市町村内での出産・死亡であるという

制限をかけたとしても下の名前も生年月日

も同じであるという女性が複数いたため、

この方法を用いてのリンケージは現実的で

はなかった。 

 

②DPC 情報による周産期医療に関するレジ

ストリ情報の代替可能性についての検討 

 

DPC 情報から抽出可能な変数について 

新生児臨床研究ネットワーク臨床レジス

トリで現在収集している項目のうち、50 項

目についてはDPCレセプトに記載されてい

る 11,418 の診療行為、3,460 の薬剤につい

て、それぞれ処置・薬の投与回数や時期から

算出できることが分かった。 

 

DPC 情報の人口動態統計・臨床レジストリ

とのリンケージ方法についての検討 

DPC 情報にて収集されている個人情報の

うち、個人特定可能性が高い情報として、医

療機関の患者番号、健康保険の被保険者番

号などがあった。このうち、保険証番号につ

いては中央集約化の際に削除されている

が、医療機関の患者番号については医療機

関毎の暗号化処理が行われていることがわ

かった。 

このため、氏名情報や住所が重要なリン

ケージ要素となる人口動態統計との連結は

難しいことが判明した。一方で、同一医療機

関内での情報については、臨床レジストリ

側においても患者番号を収集し、現在 DPC

情報を中央集約化する際に器量機関ごとに

利用している暗号化処理と同じものと整備

することが出来れば、後逸患者のデータ同

士をリンケージできる可能性が高いことが

分かった。 

 

DPC 情報と臨床レジストリを連結したデ

ータベース作成方法の検討 

現存機関（一般社団法人診断群分類研究

支援機構）では、約 1000 の急性期病院から

厚生労働省が毎年通年で実施している

「DPC 導入の影響評価に関する調査」参加

医療機関に対して、厚生労働省の実施して

いる調査とは別に、研究の目的でのデータ

提供を呼びかけ、個別医療機関から同意書

をいただいた上でDPCデータを収集する事

業を実施している。本枠組みで収集された

データを用いて、現在まで数多くの臨床疫

学研究が行われてきた。 

本機構で収集しているデータは、病院を

同定しないこと、提供されたデータ内の個

人を特定しないことを情報提供病院との契

約書に記載しており、収集されたデータを
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他データベースと連結することができな

い。このため、本研究班においても DPC 情

報を他データベースと連結した解析を行う

ことができていなかった。 

しかし、本機構に情報を提供している各

病院に、他データベースとのリンケージを

行うことを前提に一般社団法人診断群分類

研究支援機構からデータを研究者が提供さ

れることに関する施設長の再同意を得られ

れば、研究班に提供可能であることが確認

できた。 

このように、DPC 機構を介在する方法で、

DPC 情報と臨床レジストリを連結したデー

タベースを作成するシステムが可能である

ことが分かった。 

 

 

③ リンケージされたデータの利活用 

本分担研究関係者のみならず、他の分

担研究の先生方とともに多角的な解析を

積極的に行った。この結果、複数の英語

原著論文を出版することが出来、現在も

複数を投稿中である。 

今年度は論文および学会発表にて、下

記の事項を報告した。 

 

-日本の乳児死亡の約 93.5%が内因、

0.8%が故意的な外因（殺傷など）、5.1%

が故意では外因（事故など）により死亡

しており、その社会的背景は共通してい

ること（若年妊娠、ひとり親、早産児な

ど） 

2)先進国 6 カ国の人口動態統計出生票・死

産票・死亡票から、超早産児の死亡率計

算結果は、死産や超早期死亡を統計に含

めるかにより大きく影響されること 

3) 10 代妊娠(15 歳未満、16-19 歳)の産科・

新生児合併症が 20-24 歳での妊娠と比較

して多いこと 

 

さらに、なるべく幅広くこのデータベ

ースを有効に活用していただけるよう

に、周産期医療関係者への疫学教育も継

続して実施した。 

 

Ｄ．考察 

 本年度は、２つの分担研究班が協働

することで、①2014-2016 年度に出生した

児の出生票と母の死亡票を高精度にリン

ケージするための方法を検討し、②２つ

の分担班が協力することで、DPC 情報に

よる周産期医療に関するレジストリ情報

の代替可能性について検討し、③日本産

科婦人科学会周産期登録データベース、

新生児医療ネットワーク登録データベー

ス、出生票、死産票、乳児死亡票、およ

び DPC 情報を様々な角度から解析し、妊

婦および児の予後に関係する医学的・社

会的因子について、複数のエビデンスを

発表することを目的とした。 

まず、昨年度に引き続き人口動態統計

の個票情報に含まれる氏名情報などの特

異度の高い情報を用いることで、それま

でこれらの情報が含まれていない出生票

・死亡票のみでは不可能であった親子を

連結する手段を検討した。氏名情報の含
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まれる個票情報が 2018 年度より 100%と

なるにあたり、本手法の有用性は更に高

まると思われる。 

しかし、死亡個票と死亡票で事件簿番

号が不一致している症例が一定の割合で

いる可能性があることについては昨年度

の分析と変わらず、今後も要因を探す必

要がある。 

そして、DPC 情報については、既存の医

師入力型の臨床レジストリに含まれている

情報をDPC 情報により代替できる可能性が

充分高いこと、その際、施設名と患者番号が

重要なリンケージ・キーになること、また、

一般社団法人診断群分類研究支援機構を介

在することでDPC情報を組織的に収集し臨

床レジストリと連結するシステムが確立で

きるのではないかということが示唆され

た。 

さらに、連結されたデータベースの利

活用については、本年度も小児科および

産科の先生方とともに周産期データベー

スの解析を行い、多くの有用な新規発見

ができた。しかし、有用なデータベース

が作成できても、それを活用し、臨床現

場および政策に反映できるような成果を

産出できる研究者はまだ少ないという問

題もまだ依然として残っている。 

 

Ｅ．健康危険情報 
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「周産期関連の医療データベースのリンケージの研究」 
 

研究分担者 永田 知映 （国立成育医療研究センター臨床研究センター臨床研究教育部室長） 

研究協力者 山本依志子 （国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部研究員） 

 

 
 

Ａ．研究目的 

 我が国の妊産婦死亡については、死亡届・死

亡診断書にもとづく政府統計や、日本産婦人科

医会による妊産婦死亡報告事業による報告が

ある。しかしながら、妊娠により病態が悪化し

て死に至ったのかの判断が必ずしも容易では

ない、死亡診断書を作成する医師が妊娠・出産

についての情報を必ずしも把握しえるわけで

はないといったことから、妊産婦死亡の正確な

把握の難しさは諸先進国でも指摘されている

ところである。そこで、生殖可能年齢の女性の

死亡票と出生票・死産票をリンケージすること

で、妊娠中および出産あるいは死産から 1 年未

満に起こった女性の死亡例を抽出し、我が国の

妊娠中から産後 1 年未満の女性の死亡の全体

像を把握することを目的とし、研究を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 生殖可能年齢の女性の死亡票の詳細と、死亡

票と出生票・死産票のリンケージより、妊娠中

から産後 1 年未満の女性の死亡の全体像を把

握することとした。 

  

【分析に用いた調査票】 

人口動態調査 死亡票・死亡個票 2015−2016 

 （ただし 12 歳から 60 歳の女性に限る） 

人口動態調査 出生票・出生個票 2014−2016 

人口動態調査 死産票・死産個票 2014−2016 

 

【分析方法】 

1.データセットの作成 

 今年度は、厚生労働省から提供を受ける死亡

研究要旨 

 妊娠中あるいは産後１年未満の女性の死亡は、統計上必ずしも妊産婦死亡として分類される

わけではないため、その数および実態を把握することが困難である。そこで、我が国の妊娠中か

ら産後 1 年未満の女性の死亡の全体像を把握することを目的に、人口動態調査（出生票・死亡

票・死産票）をリンケージし、妊娠中および出産あるいは死産後１年未満の女性に起こった死亡

例の抽出を行い、母体死因に関する検討を行った。 

 平成 30 年度は、電子化されていない個票データについても電子化を行い、リンケージ方法を

改善して解析を行った。2015 年、2016 年の生殖可能年齢の女性の死亡票・死亡個票のリンケー

ジにより死亡データベースを作成し、その死亡データベースと、2014 年から 2016 年の出生票・

出生個票のリンケージによる出生データベースと死産票・死産個票のリンケージによる死産デ

ータベースをさらにリンケージして、妊娠中から産後 1年未満の女性の死亡 357 例を抽出した。

そのうち最も多かった死因は自殺の 102 例であった。 

 死亡データベースに出生・死産のデータベースをリンケージすることで、死亡した女性の出産

に関する情報を把握することが可能となり、産褥婦の自殺例や後期妊産婦死亡例の把握に有用

であった。 



 

 

個票について、電子化されていないデータも画

像データとして提供を受け、電子化することに

より、個票データも全て網羅した死亡データベ

ースの作成を行うこととした。 

 厚生労働省から提供を受けた 2015 年 1 月 1

日から 2016 年 12 月 31 日までの死亡票と死亡

個票、2014 年 1 月 1 日から 2016 年 12 月 31 日

までの出生票と出生個票、死産票と死産個票を

事件簿番号、住所コード、保健所コード、死亡

年月日/出生年月日/死産年月日を用いてリンケ

ージし、死亡・出生・死産のデータベースを作

成した。さらに 2015 年、2016 年の死亡データ

ベースと 2014 年から 2016 年の出生データベ

ース、2015 年、2016 年の死亡データベースと

2014 年から 2016 年の死産データベースを、母

（女性）の氏名、生年月日あるいは年齢、さら

に死産データベースとのリンケージでは死産

データベースが母の年齢のみの情報であるた

め、住所地コードも使用してリンケージを行な

った。 

 死亡データベースからは ICD 分類で O コー

ドがつけられて妊産婦死亡とされた症例、妊娠

関連語句が死因の記載に含まれていた症例を

抽出、さらに先の出生データベース、死産デー

タベースと死亡データベースとのリンケージ

で抽出された分娩より 1 年未満の死亡症例を

統合し、重複を除いて、妊娠中および産後 1 年

未満に死亡した女性のデータセットを作成し

た。 

 

2．分析 

 妊娠中および産後 1 年未満に死亡した全症

例について、死亡票・死亡個票の情報に、リン

ケージで明らかになった出産・死産の情報を加

味して、2 人の産婦人科医が独立して死因のレ

ビューを行い、英国で用いられている妊産婦死

亡の分類 1)を用いて死因別に集計した。（分類

が合致しなかった場合は第三者を交えた討議

により解決した。）死因分類別死亡数、死亡率

を集計し、これを政府統計と比較した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針（平成 26 年文部科学省・厚生労働

省告示第 3 号）を遵守して行われた。また、人

口動態調査における調査票情報の提供につい

ては、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33

条の規定に基づき行われた。本分担研究を含む、

全体の研究計画および用いられる手法につい

ては、国立成育医療研究センター倫理審査委員

会より承認を受けている。 

人口動態調査に含まれる氏名情報を含むデ

ータの利用場所は限定されており、それ以外へ

の持ち出しは禁止されている。データ利用に係

るコンピュータは ID・パスワードの設定によ

るアクセス制限、アンチウイルスソフトの導入、

最新セキュリティパッチの適用などのセキュ

リティホール対策の導入、スクリーンロックの

導入が図られており、漏えい防止等の措置が講

じられている。また、中間生成物は全て外付け

のハードディスクに格納し、コンピュータに内

蔵される記憶装置には集計情報以外の一切の

情報の蓄積を行わない。さらに、これらの情報

を利用しない時には、当該外付けのハードディ

スクをコンピュータから外し、利用場所の施錠

可能なキャビネットに施錠の上保管するなど、

十分な情報管理を実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

 リンケージにより、2015年 1月 1日から 2016

年 12 月 31 日までの妊娠中および産後 1 年未

満の女性の死亡 357 例が抽出された。死亡の時

期が明らかになった症例のうち、妊娠中から産

後 42 日以内の死亡は 132 例であり、直接産科



 

 

死亡が 83 例（うち自殺が 17 例）、間接産科死

亡が 24 例、原因不明や偶発死亡が 25 例であっ

た。また、産後 43 日以降 1 年未満の死亡は 220

例であり、直接産科死亡が 91 例（うち自殺が

85 例）、間接産科死亡が 56 例、原因不明や偶

発死亡が 73 例であった。統計上妊産婦死亡や

後発妊産婦死亡とされていないが、妊娠と関連

している可能性がある死亡が認められた。また、

妊娠中から産後 1 年未満の死亡のうち、最も多

かった死因は自殺の 102 例であった。 

 

Ｄ．考察 

 人口動態調査データのリンケージにより、

2015 年、2016 年の妊娠中から産後 1 年未満の

女性における死亡を抽出することが可能であ

った。しかし、氏名や住所地が変更された場合

は死亡データベースと出生データベース・死産

データベースがリンケージされないなど、人口

動態調査データにレコードリンケージ手法を

適用して産後 1 年未満の死亡を抽出する方法

の限界も認識された。 

 統計上妊産婦死亡や後発妊産婦死亡とされ

なかったが、死因が妊娠と関連している可能性

がある死亡例が複数見つけられた。ただし、本

研究で行った死因分類は、死亡票・死亡個票に

記載されている事項に、リンケージすることに

よって得られた出産・死産の情報を加味して死

因を推測したものであり、詳細な臨床情報にも

とづいた場合の判断とは異なる可能性がある。

また、2015 年、2016 年の時点では政府統計に

おいて妊産婦死亡や後発妊産婦死亡に分類さ

れないこととなっていた自殺例を把握するこ

とができた。 

 2017 年から死亡診断書に妊婦または出産後

1 年未満の産婦が死亡した場合は、産科的原因

によるかを問わず、妊娠または分娩の事実を記

載するよう改正されており、今後、妊産婦死亡

症例の把握率上昇も期待されている。 

 

Ｅ．結論 

 死亡票に出生票・死産票をリンケージするこ

とで、死亡した女性の出産に関する情報を把握

することができた。この方法は産褥婦の自殺例

や後期妊産婦死亡例の把握に有用であった。 
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